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―横浜市を対象として― 
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１．序章                        

1-1研究背景/目的/方法 

 昨今中心市街地や団地など様々なエリアで、まちづ

くり拠点を介した活動が注目されている。まちづくり

を行う場が存在することで活動の認知度や参加しやす

さが上がる等メリットがある。近年では少子高齢化に

伴い子育てや介護など各種事業の展開、行政や民間企

業の連携などが進み、事業内容等再考の必要がある。 

 特に横浜市においては地区センターや地域ケアプラ

ザ等の横浜市固有なものからコミュニティカフェまで

様々な拠点が存在する。一方で、まちづくり拠点の定

義や、持つ機能は明確になっておらず、横浜市の各拠

点を体系だって整理したものは存在しない。 

 また、横浜市にはみなまきラボという公民学連携で

相鉄いずみ野線沿線のまちづくりを考えるエリアマネ

ジメント拠点がこれからのまちづくりを考える新しい

実験的拠点として注目を集めている。 

 本論文では特にまちづくり拠点の持つ機能に着目し、

定義を明確化、変遷の整理を文献調査より行った後、

横浜市内の各拠点へアンケート調査を行う。これによ

りまちづくり拠点の現状や機能、役割を明らかにする。

さらにこの結果から発見された新たなタイプのまちづ

くり拠点であるみなまきラボへのヒアリング調査から

これからのまちづくり拠点の在り方に対する示唆を得

ることを目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 

1-2論文の構成 

 二章では日本のまちづくり拠点、三章では横浜市の

まちづくり拠点の変遷や特徴、機能を整理分析する。

三章の結果から抽出されたみなまきラボの詳細分析を

四章で行い、五章で総括を行う。 

２．日本のまちづくり拠点                     

2-1まちづくり拠点とは 

 本論文ではまちづくり拠点の定義を拠点の持つ機能

によって定めることを試みる。既往研究⑴～⑶参考文

献⑷を参考に、まちづくり拠点の持つ機能を４つのま

ちづくり拠点必須機能（この中でいずれかを持つもの

をまちづくり拠点と呼ぶ）と 7 つのまちづくり拠点付

加機能（まちづくりを行う上で付加価値となる）と設

定し、それ

ぞれの機能

を指す 25

の事業を表

2 にまとめ

た。これ以

降、まちづ

くり拠点必

須機能を持

つと思われ

る拠点につ

いて調査分

析を行うこ

ととする。 

2-2 日本の

まちづくり拠点変遷 

戦後の公民館設立以後、行政主体の拠点のテーマが

社会教育、生涯学習、地域福祉、地域の課題解決と変

化していく中で、様々な拠点が登場していった。近年

A study on functions and new roles of town development bases -Case study on Yokohama City- 

Akio OGAWA (Supervisor : Taku NOHARA, Minoru TAKAMIZAWA) 

town development bases, function, public-private-academic partnership, Yokohama City, 

表1 アンケート調査/ヒアリング調査概要 

表2 まちづくり拠点の機能 
まちづくり

情報発信
1まちづくり情報の発信

2地域住民や地域団体からのまちづくりに関する相談にの

る

3地域住民や地域団体へまちづくりに関する支援

4まちづくりを実際に推進する団体への支援

5地域のまちづくりを考えるイベントの開催

6これからの地域に関する議論

7地域をよくするための、まちのルール作り

8地域をよくするための、まちの空間整備

9講習会、勉強会の開催

10展示室、図書室などによる郷土文化発信

11ギャラリー空間として作品などの展示

12周辺公共空間（公園など）を用いたイベントの開催

13交流イベントの開催

14近隣住民や関連企業によるイベントの開催

15福祉サービス（子育て）

16福祉サービス（高齢者）

17福祉サービス（障害者）

18小物・雑貨販売

19飲食提供・販売

20まちづくりに関する専門家との連携

21公民学の協力による活動

22学生との連携による活動

防犯活動 23まちの防犯活動

美化活動 24まちの美化活動

場所貸し 25利用者への場所の貸し出し
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図１ 日本のまちづくり拠点変遷 

図2 横浜市のまちづくり拠点変遷 

では福祉・環境等のテーマを持ったものやコミュニテ

ィカフェなどの民間主体の拠点が増加し、アーバンデ

ザインセンターと呼ばれる公民学連携で自らが主体と

なり事業を推進するような拠点も生まれている。 

2-3主体による分類 

 まちづくり拠点は公民館など行政主体の『行政型』、

民間主体の『民間型』、地域住民によって組織される町

内会などの『自治型』に分類を行えると考えられる。

近年ではこれに加え、公民学等で連携しながらまちづ

くり活動を推進するアーバンデザインセンターのよう

な『連携型』拠点も生まれている。以上より日本のま

ちづくり拠点の変遷を整理すると図１のようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．横浜市のまちづくり拠点             

3-1横浜市のまちづくり拠点変遷 

 横浜市のまちづくり拠点の変遷を同様の分類で整理

すると図２のようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

横浜市では戦後の接収や高度経済成長期の人口の爆 

発的増加の影響で公民館の整備ができずにいた。1980

年代後半になると横浜市でもコミュニティ政策に目が

向き、地区センターやコミュニティハウスなどの生涯

学習を目的とした施設が設置され始めた。1990 年代に

入り地域施設のテーマが変わる中で、横浜市でも地域

ケアプラザや市民活動支援センターができた。また

2000 年代に入り増加したコミュニティカフェに対し 

横浜市市民局が支援を行っていった点、創造都市政策

の一環で整備された創造界隈拠点など、横浜市ならで

はの拠点や設立経緯が存在する。現在横浜市内に行政

型が約400、民間型が約60自治型が約1700存在する。 

3-2横浜市のまちづくり拠点のもつ機能 

 横浜市

のまちづ

くり拠点

へのアン

ケートは

行政型と

民間型へ

行った。

アンケー

ト内で表

2 の 25 の

事業を実

際に行っているか各拠点に対し調査した。はじめにま

ちづくり拠点必須機能にあたる事業を一つも行ってい

ない拠点は 3 拠点のみであった。今回抽出した拠点は

一部除きまちづくり拠点であったと言える。 

全体を通して9.講習会勉強会13.交流イベント25.場

所の貸し出しは多く行っている一方で、地域をよくす

るための 7.ルール作りや 8.空間整備といった自ら外部

へ干渉する事業はほとんどの拠点で実施しておらず、

外部連携機能も総じて乏しいことがわかる。 

 また人材育成機能にあたる、9.10.11 や福祉サービス

機能にあたる 15.16.17 は行政型が多く行っており、収

益活動機能にあたる 18.19 や外部連携機能にあたる

20.21.22 は民間型が比較的多く行っていることがわか

る。参考文献⑷より、自治型は防犯活動機能や美化活

動機能比較的多く行っていることがわかった。 

3-3横浜市のまちづくり拠点の特徴比較 

アンケート調査で得られた情報を基に、その他行政

型と民間型のまちづくり拠点の主な相異点を言及する。 

 一つ目に駅からの距離を挙げる。（図 4）全体的には 

民間型が駅から近い距離に、行政型が駅から遠くにも

存在することがわかる。また行政型の中でも地区セン

ターと図書館が駅から近くに、コミュニティハウスと

地域ケアプラザは駅から遠くに存在することがわかる。 

次に拠点の持つ部屋を取り上げる（図 5） 
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図３ 事業実施の有無（左：行政型 右：民間型） 



図5 拠点の持つ部屋（左：行政型 右：民間型） 

表3 拠点のもつ課題 
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行政型拠点

課題

高齢化/資金不足/老朽化/人手不足/利用者減少/まちづくり意識の高

い人材の発掘/周辺組織や住民との連携不足/拠点の立地の問題　の

順に多く挙げられた

民間型拠点

課題

人手不足/資金不足/高齢化/まちづくり意識の高い人材の発掘/活動

の周知/周辺組織や住民との連携不足/活動内容の制約　の順に多く

挙げられた

駅からの距離 南万騎が原駅より徒歩５分以内

活動年数 2020年現在4年目（2016年6月オープン）

運営主体

運営主体：みなまきラボ運営委員会（相鉄グループ、横浜市、横

浜国立大学、ondesign）※運営サポート（みなまきラボ会員：

主に地域にお住いの主婦が10名ほど）

拠点内の部屋 多目的室一室のみ

利用者数 イベント時平均15～30人/平常オープン時5名程度

主なターゲット 近隣住民/子育て世代

場所貸しに関し

て

会員となりでまちづくりや運営を一緒に行う意思のある方々へ無

料で貸し出し、まちづくりに繋がるイベントを開催していただい

ている。その他の方には午前中などに有料での貸し出しとなる。

■みなまきラボ基礎情報

表4 みなまきラボ基礎情報 

住民の実験的活用

地元住民 /地元組織

みなまきラボ会員（地域住民）

その他関係者

運営パートナー（stgk/NOGAN/ハマのトウダイ /山手総合研究所 ...）

相鉄グループ横浜国立大学 横浜市

ondesign

アドバイス・助言

子育て支援、読み聞かせ、日本舞踊指導等

トライスタンド

住民による
チャレンジの場

学
生
に
よ
る
企
画

そ
の
他
企
画
等

地域
ケアプラザ

出張ひろば

学 公
民

図8 連携図（第2期 みなまきラボ二年目以降） 

駅前 場の設 を委 

事務 （運営機能）を委 

 代のまちづくり推進

に関する協   

 リマネの   を

まとめる /研究 /助言 相鉄グループ

横浜国立大学 横浜市

stgk     

    s g 

運営 員会

民

学 公
運営事  

図６ 連携図（第0期 みなまきラボ完成前） 

な
企
画

相鉄グループ横浜国立大学 横浜市
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民学 公

ソトノバ

NOGAN

ハマのトウダイ

山手総合計画研究所 横浜コミュニティデザインラボ

stgk inc.

地元農家 近隣公園関係者

地元住民 / 地元組織

ondesign の持つ

つながり

地元の参加者 地元の参加者 地元の参加者 地元の参加者

イベント等 イベント等

農関連
の企画

イ
ベ
ン
ト
等

公園との連携

図7 連携図（第1期 みなまきラボ初年度） 
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 行政型が事務室や会議室を多く持つのに対し、民間

型はキッチンやカフェを多く持つ。平均１拠点あたり

5 種類の部屋を持っていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 最後に拠点のもつ課題を取り上げる。アンケートの 

自由記述で挙げられた課題点を分類し、取り上げられ

た数の多い順に並べると表 3 のようになった。 

 

 

 

 

行政型は、運営が指定管理であることによる期間と

予算の制約から自由度が下がり、対応が遅れてしまっ

ている点、他のまちづくり団体との連携ができていな

いことがこれらの課題の要因として多く挙げられた。 

 民間型は、資金調達を各拠点が様々な形で行ってい

るも、人材や資源不足は避けられないことがわかった。 

3-4特徴的なまちづくり拠点の抽出 

 アンケートの中で、ほとんどの拠点で行われていな

かったまちの空間整備⑻を実施し、公民学、まちづく

りの専門家、大学生などとの外部連携（20.21.22）を行

うみなまきラボが抽出された。この拠点が『連携型』

として新たな役割を担うのではないかと考え、ヒアリ

ングによる詳細調査を実施した。 

４．まちづくり拠点の新たな役割可能性        

4-1みなまきラボ基礎情報 

 みなまきラボとは相鉄いずみ野線沿線のまちづくり

を考える拠点として整備されたエリアマネジメント拠

点である。みなまきラボの基礎情報を表 4 にまとめる。 

 

 

 

 

 

 

 

4-2みなまきラボのもつ機能 

みなまきラボが行っている事業は表 2 の中で

1.5.6.8.9.11.12.13.14.15.18.20.21.22.23.25 が挙げられ

た。みなまきラボが持ち、他があまり持ちえない外部

連携機能、自らまちづくり事業推進機能をもつことが

できた経緯とその効果、果たした役割についてヒアリ

ング調査を行った。 

4-3連携の経緯と効果 

 みなまきラボの特色である多用な主体が関わる場と

なった経緯を、図 6～8 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第０期（みなまきラボ完成前）では、相鉄グループ

が横浜市と「相鉄いずみ野線沿線の次代のまちづくり

の推進に関する協定」の締結、次いで二俣川駅の開発

で関わりのあった株式会社オンデザインパートナーズ

図4 拠点と駅からの距離 



図9 みなまきラボ、駅前広場写真  

0 

（以下 ondesign）、研究/助言のため横浜国立大学(以

下国大)と連携を行うこととなり、この４者が公民学の

連携を行う運営委員会としてみなまきラボの中核を担

うこととなった。また広場の設計を stgk inc.（以下 stgk）

に委託しその後も運営パートナーとして携わっている。   

この中で、各主体が及ぼす以下のような連携効果が

挙げられた。横浜市：住民からの信頼感を生み、学校

や自治会などへの窓口機能を果たすことができるため

事業がスムーズに進む。国大：先生の知見があった上

での意見や提案、大学生参加による人手とコンテンツ

がある。相鉄：沿線を含めたエリア全体を考えること

ができ、広場と拠点の土地を持つためまちづくりの方

向性を適切に見極めて、活動のターゲットを若い世代

や子育て世代に定めることができる。この人材発掘機

能は設定した表２に加えて、他のまちづくり拠点にも

あるべき機能であると考えられる。 

 第 1 期（みなまきラボ初年度）では ondesign と関内

エリアでつながりを持っていたクリエイター企業が集

められ、運営パートナーとして初年度のイベントの企

画を多く行った。これらの企画の中で、二年目以降に

活動を行う地元住民/団体とのつながりを構築した。行

政型などの従来の拠点が画一的で公平性を重視した活

動を行う中、これまで郊外住宅地に現れなかったクリ

エイティブ層が若い世代へ活動をフォーカスした。 

 第２期（みなまきラボ二年目以降）では一年目に評

判のよかった企画を継続しながら、地元事業者の定期

開催企画の登場や、地元団体主体のイベントの増加、

など企画サイドまで地域連携が浸透していった。 

現在は第 3 期として、活動の持続化に向けた住民の

運営サイドへの参加や、収益を確保するため一部有料

制度の導入などを検討・実施している。 

4-4拠点の活用と 場との連動 

 みなまきラボは 14 坪程度の空間でしかないが、ガ 

ラス張りにすることで活動の様子がよくわかり、気軽 

に参加しやすいようにしている。また隣接する駅前の

広場を連動して活用することで、部屋は小さいながら

も幅広い活動を行うことができている。この駅前の広

場も stgk がみなまきラボの活動を踏まえて設計を行 

っており、相鉄が土地をもつ場であるため、広場を活

用したイベントなどを通して、拠点内部にとどまらな

い外部空間の使い方を考えることができている。 

 

 

 

 

 

５．総括                     

Ⅰ既往研究よりまちづくり拠点の機能を設定し（表

2）、検証したところ、今回返答のあった地区センター

/コミュニティハウス/地域ケアプラザ/地域子育て支

援拠点/区民活動支援センター/図書館/コミュニティ

カフェ/創造界隈拠点は、概ねまちづくり拠点であるこ

とがわかった。また、設定した機能に加えて、人材発

掘機能もまちづくり拠点にあるべき機能と考えられた。 

Ⅱまちづくり拠点の機能としては、自らまちづくり

事業推進機能に関してはいずれもほぼ担えておらず外

部連携も乏しいことがわかった。またまちづくり拠点

を主体によって分類したところ、行政型拠点は人材育

成機と福祉サービス機能、民間型拠点は外部連携機能、

収益活動機能、自治型（文献調査より）は防犯活動機

能、美化活動機能を相対的に他より多く担っていた。 

Ⅲ連携型であるみなまきラボがこれまでの行政型民

間型にはない以下の役割を担っていることがわかり、

今後の拠点の在り方の１つとして示唆を得た。 

ⅰ公民学等のフラットな立場による連携と、建築的な

拠点内部の視認性の高さから、地域住民から民間企業

まで、多主体の参加や議論、連携を促進する役割。 

ⅱ専門分野や知識、土地を持つ主体が連携することで、

自らが主体となって拠点外部の広場整備や地域への提

案など意思決定を行いながら事業を推進することが可

能となり、地域課題を自ら解決する役割。 

ⅲ土地を民間が持つ場であることで、活動の対象を多

主体で議論しながら適切に見極めることが可能となり、

既存のまちづくり拠点では場所や機会がなかった、こ

れからのまちづくりに必要な人材を掘り起こす役割。 

ⅳ徐々に地域住民を巻き込むことで、将来的に住民に

よる持続的で自立した運営へと移行させることを考え

るなど、時間軸を意識した活動を行う役割。 
【既往研究/参考文献（一部抜粋）】 
⑴ 観光地におけるまちづくり拠点の効果的運営手法の検討―群馬県みなかみ町湯原温

泉街におけるまちづくり拠点の運営実験を通じて― 日本建築学会計画系論文集 
第 622 号 97-104 2007 年 12 月 杉崎康太 後藤春彦 田口太郎 

⑵ コミュニティカフェの運営実態とタイプ別の課題に関する研究―１都３県を対象に
― 公益社団法人日本都市計画学会 都市計画論文集 no.15 2017 年 2 月 
小谷野結希 竹原彩 室田昌子 

⑶ 地域施設の再編に係る公民館の構成機能と多様性 日本建築学会計画論文集  
第 569 号 63-70 2003 年 7 月 金潤煥 浅野平八 広田直行 

⑷ 平成 28 年度 横浜市自治会町内会・地区連合町内会アンケート調査報告書 


